様式第１

平成  　年　  月　  日
　公益財団法人高知県産業振興センター理事長　　　　　　　　　様
申請者

住　　所

名　　称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

電    話
平成　　年度 技術人材育成支援事業助成金交付申請書
　上記助成金の交付について、技術人材育成支援事業助成金交付要領第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記

１  助成対象事業の目的
　　

２  事業に要する全経費、助成対象経費及び助成金交付申請額

（１）事業に要する全経費                       円

（２）助成対象経費                             円

（３）助成金交付申請額                         円
３  助成対象事業の内容及び助成対象事業に要する経費の配分
  　　別紙１のとおり
４  助成対象事業完了予定期日　　　　　平成　  年　　月　　日

　（注）交付申請書に次の算式を明記すること。
　　　助成金所要額　－　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額等　＝　助成金額

別紙１
事　業　計　画　書
１　事業実施計画
	申請者の名称、所在地
代表者氏名
	

	具体的な事業内容（各事業毎に実施する内容（具体的に）、必要性（目的、波及効果等）を記載すること。）

	
	講習会開催事業
	内　容：

必要性：



	
	専門技術者派遣事業
	内　容：

必要性：



	事　業　区　分
	事業に要する全経費
	助成対象経費
	助成金申請額

	
	講習会開催事業
	
	
	

	
	専門技術者派遣事業
	
	
	

	
	
	
	


＊その他参考となる資料を添付すること

２　事業の収支

（１）収　入                                               　　 　　　  （単位：円）

	区　　　分
	金　　　　額
	資　　金　　調　　達　　先

	自 己 資 金
借　入　金
助成金要望額
その他

	
	

	合　　　計
	
	


＊（注）組合等の場合は、資金調達先欄に構成企業別の資金額を記載するか、別紙で添付のこと

（２）支　出                              　　　　          　　　　　  　 （単位：円）
	事　業　区　分
	経 費 区 分
	事業に要する
全　 経 　費
	助 成 対 象
経　　　 費
	助　成　金
申　請　額

	講習会開催事業
	謝　　　金
旅　　　費
庁　　　費

	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	

	専門技術者派遣事業
	謝　　　金
旅　　　費
庁　　　費

	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	

	合　　　　　　計
	
	
	


（３）事業費の積算明細

　事業区分：　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

	経費区分
	事業に要す

る全経費
	積　算　明　細

（具体的に記載のこと）
	助成対象

経    費
	助成金

申請額

	謝  　金
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	旅 　 費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	庁  　費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


 （注）事業区分ごとに作成のこと。

講習会開催事業計画書

（１）講習会開催事業計画表

	講習会名


	
	

	講習分野・部門


	
	

	講習期間（日時）


	
	

	講習場所


	
	

	受講対象者


	
	

	受講予定人数


	名
	名

	講師名及び人数


	
	

	講習の目的及び概要

（効果等）


	
	


（２）カリキュラム表

講　習　名　　　　　　　　　　　　　　　　　

日　時

場　所

	時　　間


	項　　目
	講　師 名
	内　容　等

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


専門技術者派遣事業計画書
（１）専門技術者派遣事業計画表

	派遣先名

（所在地等）
	（　　　　　　　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　）

	技術分野・部門等


	
	

	指導期間（日時）


	
	

	指導場所・住所


	
	

	講師名及び人数


	
	

	受講対象者


	
	

	受講予定人数


	名
	名

	指導の目的及び概要

（効果等）


	
	


様式第２

　　高産振第　　号

助成金交付決定通知書

                                        　　　　　　申請者
代表者名
  平成　　年　月　日付けをもって交付申請のありました平成　　年度技術人材育成支援事業助成金については、下記条件により金　　　　　　　円を交付することに決定しましたので通知します。
        平成　　年　月　日
                              公益財団法人高知県産業振興センター理事長
記
１  助成対象経費は、次のとおりとします。ただし、助成対象事業の内容が変更された場合における助成対象経費及び助成金の額については、別に通知するところによるものとします。
    助成対象経費    金　　　　　　　　　円
２  助成対象経費の配分及び配分された経費に対応する助成金の額の区分は、申請書に記載のとおりとします。
３  助成対象事業者は、技術人材育成支援事業助成金交付要領で定めるところに従わなければなりません。
４　助成金に係る消費税相当額については、交付要領の定めるところにより、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額することとなります。

様式第３

平成 　 年  　月  　日
　公益財団法人高知県産業振興センター理事長　　　　　　　　　様
                                　　　　　申請者

     　                                   　住　　所

   　                                     　名　　称

 　                                       　代表者名　　　                      印

               　                         　　電　　話
平成 　 年度技術人材育成支援事業変更承認申請書
  平成  　年　　月　　日付け　　第    号をもって交付決定の通知があった上記の助成対象事業の内容を下記のとおり変更したいので、技術人材育成支援事業助成金交付要領第１２条第１項の規定により承認を申請します。
                                　　　　記
１　変更する事業の名称
　　

２　変更の内容（計画内容、経費の配分）
　　

３　変更理由

　　

様式第４
　　高産振第　　　号
平成　　年　月　　日

産業支援機関名
公益財団法人高知県産業振興センター　理事長
平成　　年度技術人材育成支援事業変更承認通知書
平成　　年　月　　日付けで提出のありました平成　　年度技術人材育成支援事業変更承認申請書につきましては、技術人材育成支援事業助成金交付要領第１３条の規定により承認することに決定しましたので通知します。

様式第５
平成 　 年  　月  　日
　公益財団法人高知県産業振興センター理事長　　　　　　　　　様
                                　　　　　申請者

     　                                   　住　　所

   　                                     　名　　称

 　                                       　代表者名　　　                      印

               　                         　　電　　話
平成 　 年度技術人材育成支援事業(中止・廃止)承認申請書
  平成  　年　　月　　日付け　　第    号をもって交付決定の通知があった上記の助成対象事業の内容を下記のとおり(中止・廃止)したいので、技術人材育成支援事業助成金交付要領第１４条の規定により承認を申請します。
                                　　　　記
１　(中止・廃止)する事業の名称
　　

２　(中止・廃止)の内容（中止の期間、廃止の時期）
　　

３　(中止・廃止)の理由

様式第６

高産振第　　　号

平成　年　月　日

産業支援機関名
公益財団法人高知県産業振興センター理事長
平成　　年度技術人材育成支援事業（中止・廃止）承認（不承認）通知書

平成　年　月　日付けで提出のありました平成　　年度技術人材育成支援事業（中止・廃止）承認申請書につきましては、技術人材育成支援事業助成金交付要領第１５条の規定により承認（不承認）することに決定しましたので通知します。

様式第７
平成 　 年  　月  　日
　公益財団法人高知県産業振興センター理事長　　　　　　　　　様
                                　　　　　申請者

     　                                   　住　　所

   　                                     　名　　称

 　                                       　代表者名　　　                      印

               　                         　　電　　話
平成 　 年度技術人材育成支援事業遅延等報告書
  平成  　年　　月　　日付け　　第    号をもって交付決定の通知があった上記の助成対象事業については、下記の理由により(遅延の見込・遂行困難)になったので、技術人材育成支援事業助成金交付要領第１６条の規定により報告します。
                                　　　　記
１　(遅延の見込・遂行困難)になった事業の名称
　　

２　(遅延の見込・遂行困難)になった事業の進捗状況

３　同上に要した経費

４　(遅延の見込・遂行困難)になった理由

５　助成対象事業の遂行及び完了の予定

様式第８
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
  公益財団法人高知県産業振興センター理事長　　　　　　　　　様
                                　　　　　申請者

     　                                  　 住　　所

   　                                     　名　　称

 　                                       　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

　                                        　電　　話

平成　  年度企業技術人材育成支援事業助成金に係る助成対象事業の業務遂行状況報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定のあった上記助成対象事業の遂行状況を技術人材育成支援事業助成金交付要領第１７条の規定により別添のとおり報告します。
 (別紙)　平成　  年度技術人材育成支援事業務遂行状況報告
	研修等の計画名
	

	開　催　日　時
	

	実　施　場　所

派遣先名
	

	受　講　者　
	

	講　　師　　名　

専門技術者名等
	

	研修の具体的内容
	

	


（別表）講習会開催事業業務遂行状況報告書

（１）講習会開催事業実績表

	講習会名


	
	

	講習分野・部門


	
	

	講習実施日時


	
	

	講習場所


	
	

	受講人数


	名
	名

	講師名及び人数


	
	

	講習会実施の結果・効果等


	
	


（２）カリキュラム実績表

講　習　名　　　　　　　　　　　　　　　　　

日　時

場　所

	時　　間


	項　　目
	講　師 名
	内　容　等

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（３）講習会開催事業　受講者名簿
講習名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	所属

	受講者名
	役職等
	年齢
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（別表）専門技術者派遣事業業務遂行状況報告書

（１）専門技術者派遣事業　実績表

	派遣先名

（所在地等）
	（　　　　　　　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　）

	技術分野・部門等


	
	

	指導期間（日時）


	
	

	指導場所・住所


	
	

	講師名及び人数


	
	

	受講人数


	名
	名

	指導の概要

効果・今後の課題等


	
	


（２）専門技術者派遣事業　受講者名簿

派遣先名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	所属

	受講者名
	所属・役職等
	年齢
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


様式第９
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
  公益財団法人高知県産業振興センター理事長　　　　　　　　　様
                                　　　　　申請者

     　                                  　 住　　所

   　                                     　名　　称

 　                                       　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

　                                        　電　　話

平成　  年度技術人材育成支援事業助成金に係る助成対象事業の実績報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定のあった上記助成対象事業を平成　　年　　月　　日付けで完了（廃止）しましたので、技術人材育成支援事業助成金交付要領第１８条第１項の規定により別紙のとおりその実績を報告します。
　　実績報告書に次の式を明記すること

　　　　助成金所要額　－　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額等　＝　助成金
別紙
助　成　金　決　算　表
１　助成金受入状況
	助成対象事業

区　　　  分
	助成金交付

決定年月日
	精　算　払

金　　　額

	
	
	


２　収　入                                                  　　　　　　（単位：円）
	区　　　分
	金　　　額
	調達年月日
	調　達　先
	備　考

	
	予算額
	決算額
	
	
	

	自　己　資　金
借　　入　　金
助成金
そ　　の　　他


	円


	円


	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	


３　支　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：円）
	事 業

区 分
	経　費

区  分
	事業に要した

全   経   費
	助成 対 象

経　 　　費
	助成金

申　請　額
	備　考

	
	
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	

	人材育成

事　　業

(講習会開催事業)
	謝　金
旅　費
庁　費

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	人材育成

事　　業

(専門技術者派遣事業)
	謝　金
旅　費
庁　費

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	


４　事業費の支出明細

　事業区分：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経 費

区 分
	支　出　明　細

(規格数量等具体的

に記載のこと)

	事業に要した

全経費
	助成対象

経　　費
	助成金
申　請　額
	支払年月日

及び支払先

	
	
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	

	謝  金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	旅  費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	庁  費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


  （注）事業毎に作成のこと。

５　平成　  年度技術人材育成支援事業実績
	研修等の計画名
	

	開　催　日　時
	

	実　施　場　所

派遣先名
	

	受　講　者　
	

	講　　師　　名　

専門技術者名等
	

	研修の具体的内容
	

	


講習会開催事業実績書

（１）講習会開催事業実績表

	講習会名


	
	

	講習分野・部門


	
	

	講習実施日時


	
	

	講習場所


	
	

	受講人数


	名
	名

	講師名及び人数


	
	

	講習会実施の結果・効果等


	
	


（２）カリキュラム実績表

講　習　名　　　　　　　　　　　　　　　　　

日　時

場　所

	時　　間


	項　　目
	講　師 名
	内　容　等

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（３）講習会開催事業　受講者名簿

講習名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	受講者所属企業・団体等

	受講者名
	所属・役職等
	年齢
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


専門技術者派遣事業実績書

（１）専門技術者派遣事業　実績表

	派遣先名

（所在地等）
	（　　　　　　　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　）

	技術分野・部門等


	
	

	指導期間（日時）


	
	

	指導場所・住所


	
	

	講師名及び人数


	
	

	受講人数


	名
	名

	指導の概要

効果・今後の課題等


	
	


（２）専門技術者派遣事業　受講者名簿

派遣先名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	所属

	受講者名
	役職等
	年齢
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


様式第10

　　高産振第　　　号

助成金確定通知書

申請者
代表者名
平成　　年　　月　　日付け　　高産振第　　号で交付決定しました平成　　年度技術人材育成支援事業助成金については、金　　　　　　　　　円を助成金の額として確定しましたので通知します。

平成　　年　　月　　日
公益財団法人高知県産業振興センター理事長
様式第11
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
  公益財団法人高知県産業振興センター理事長　　　　　　　　　様
                                　　　　　申請者

     　                                   　住　　所

   　                                     　名　　称

 　                                       　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

　                                        　　電　　話
平成　　年度消費税額の額の確定に伴う報告書
  技術人材育成支援事業助成金交付要領第２２条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　助成金額（理事長が確定通知により通知した額）
                                                                      円

２　助成金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
                                                                      円

３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
                                                                      円

４　助成金返還相当額（３－２）
                                                                      円
　（注）１．別紙として積算の内訳を添付すること。
２．課税事業者の場合であっても、単純に助成金５％相当額が消費税仕入控除等　　　　　　による減額等の対象額ではない。
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